


























次に，第3章から 5章までは，教育特区における「特定事業」 6グループ (64
頁）のうちから，「学校設置者の多様化」，「不登校児童生徒へのきめ細やかな対応」，
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及び「教育課程の弾力化」の3つにスポットあて，具体的実践プログラムの実際
に迫ろうとしている。
そして，第6章から 7章にかけては，制度的な枠組みがある程度確立しその運
用についても数年間の実績が見られる取り組みに焦点を当て，「公立小・中学校選
択制の理念と現実」 (6章）と，「公立中高一貫校とエリート教育の意味」 (7章）
を検討し，そして終章「誰に対して“よい"教育を提供すべきか」において各章
で提起した論点に対する著者の結論を示している。なお，巻末資料に「教育特区
一覧」 (2006年1月現在）が掲載されており，その概要を知るのに便利である。
本書は構造改革路線に基づく教育改革の特質と問題点を知る上で極めて有用で
ある。著者はそれを「アウトプット・コントロール型」の改革と名づけ，教育特
区に示される規制緩和と地方分権化の全体像を浮き彫りにしている。官邸主導に
よる「誘導」政策は，撒き餌のようにわれわれの利害を刺激して，教育界に「取
り残されてしまう」症候群を生み出す。その時，教育改革の「追っかけ」に励む
だけでよいのかどうか。研究者の使命は，教育改革の背後関係に深く分析のメス
を入れ，重大な問題点を扶り出し，説得力をもって警鐘を鳴らすことであろう。
著者が教育の構造改革の評価をめぐつで慎重で謙虚な議論を展開している点が好
感をもたせる。
その評価をみれば，教育特区全体 (162件）の4割に及ぶ特区研究開発学校の
うち，その約8割を占める外国語教育のカリキュラム開発に対しては，「やみくも
にでもやればよい，という緊急性をもったものだろうか」 (101頁）と疑問を投げ
かけている。また，学校選択制に関しても， 5点の理由をあげて，ブロック選択
制や自由選択制を典型とする「市場型」の学校選択については「積極的には賛同
できない」 (136頁）と言う。さらにまた，公立中高一貫校とエリート教育に対し
て，留保条件を付しながらも，学校間格差をさらに一層助長する恐れがあること
に懸念を示している (164頁）。
これに対して，新たな学校の設置者の登場については，「これ自体をまずは高く
評価すべきではなかろうか」とし，「新たな取り組みによって生じるであろう問題
を最小限に食い止める努力をしつつ，その取り組みを支援し，前に進んだ方がよ
い」 (118頁）と肯定的に論じている。また，不登校児童生徒に対する取り組みに
関しても，「教育特区において，株式会社や民間による学校の設置と経営が認めら
れ，その自由な発想と仕組みに基づく教育が“学校"として提供されることによ
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り，学校はここまで変われるのだ， という可能性が広がったことは間違いない」
(82頁）と指摘している。
いずれも筋の通った評価であり，また，その論証も明快である。若い研究者が，
ネット調査によっていち早くデータを収集している点は，フィールドワークに埋
没しがちな年代の者からみれば，デジタル・デバイドを感じざるをえない。ただ，
評価研究に当たって第一次資料のもつ価値は強調しておきたい。品川区の学校で
6年間にわたってフィールドワークを行ってみると，地域や各学校での教育改革の
細部がよく見える。私も加わった「保護者の学校選択」調査（ベネッセ未来教育
センター）では，学校の訪問調査も実施したが，その際，直接，現地に足を運ぶ
ことの重要性に気づかされた。また，附属駒場中・高等学校のカリキュラム調査
でも，卒業生から生の評価を聞く機会をもって，「エリート」教育よりも「オ能」
教育の方にニーズが高いことを知った。こうした経験から，評価は多面的であれ
ば，それだけ客観性を増すのではないかと実感した次第である。
著者が指摘するように，教育改革は，よりよい教育サービスの提供を求めてな
されるものである。…中略…要は，誰にとって「よい」教育を提供しているのか
（しようとしているのか）を見極め， どのような基準をもってそれを「よい」と判
断するかを明らかにすることである。問われているのは，むしろ私自身を含めた
外野席にいる者の力量である (118-119頁），という指摘を重く受け止めた。多
くの会員が本書を読まれ，「新しい学校のスタイル」について深く議論されること
を望みたい。
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